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1. 設立背景、目的及びその他の現況 

 設立目的 

 1978年国土開発研究院設立案による大統領裁可で設立  

 1999年以来、国務総理傘下の経済人文社会研究会所属  

 設立背景 

 国土資源の効率的な使用、開発及び保存と関連した研究 

 国民の暮らしの質の向上と国土のバランスのとれた発展に寄与 

 職員及び予算の現況 

 職員数合計: 294人(研究職244人、行政職50人) 

 年間予算: 約400億ウォン  (￥30 億) 
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2. 組織図 

 組織図(研究本部別) 

  院長 

国土計画研究本部 

地域研究本部 

住宅土地研究本部 

国土インフラ研究本部 

グローバル協力開発センター 

都市研究本部 

国土環境 &水資源研究本部 

国土情報研究本部 

企画経営本部 

副院長 

国土未来研究センター 

韓半島＆東北アジア研究センター 

健康長寿都市研究センター 

都市防災政策研究センター 

都市財政支援研究センター 

文化国土研究センター 

都市政策研究センター 

国土政策シミュレーション研究センター 

建設経済研究センター 

不動産市場研究センター 

研究本部 

 組織図(センター別) 
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 国土のバランスのとれた持続的発展のための国土総合計画を樹立 

 国土の新成長拠点など国策事業推進を支援、都市圏の育成、開発の遅れた地域の発展など国土の

競争力強化及び持続可能な発展と関連した政策を研究 

 統一時代に備えた韓半島の発展方案と東北アジア相生発展研究 

 都市地域の再活性と開発が遅れている地域の開発 

3. 研究本部 

 国土計画研究本部 

2013年事業目標：高品格の生活国土実現 
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 地域の自立的な特化発展のための各種地域計画を樹立 

 地域間のバランスのとれた発展と地域競争力強化を支援するための政策及び戦略  

 地域経済の活性化と働き場創出のための地域産業及び立地政策研究 

 首都圏と広域経済区域のための地域計画 

3. 研究本部 

 地域研究本部 

2013年事業目標：地域が共に発展するための基盤構築 
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 都市計画及び設計  

 都市再生関連研究及び政策発展研究 

 持続可能なグリーン都市づくりのための関連政策と制度研究 

 活力ある都市、便利な生活都市、魅力的な文化都市を作るための政策案樹立  

3. 研究本部 

 都市研究本部 

2013年事業目標：共に暮らす健康で成熟した都市環境づくり実践 
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 国土環境、水資源、文化・歴史、観光、健康長寿都市などの研究 

 山林、緑地、河川、海岸などの環境と生態系を重視する国土の計画的な管理を研究 

 気候変化に適応することができる水資源管理、防除国土などの研究 

 歴史を背景にした品格ある文化国土の実現と老齢化社会に備えた健康長寿都市研究 

3. 研究本部 

国土環境&水資源研究本部 

2013年事業目標：安全で健康な生活・文化国土実現 

Present Future (2100) 

< Vulnerability Assessment Result (Flooding) > 
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 不動産市場分析及び見通し、不動産政策開発及び政策効果分析など不動産市場研究 

 住宅総合計画樹立、居住実態調査、居住福祉評価など住居福祉政策研究 

 土地政策の評価及び開発、土地利用及び開発制度、土地受給及び管理など土地政策研究 

 SOCㆍ建設景気の動向、SOC投資及び政策評価、建設産業及び制度研究 

3. 研究本部 

 住宅&土地の研究本部 

2013年事業目標：国民生活の密着型住宅・土地・建設政策の先導と力量強化 
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 空間構造と連係した交通軸開発計画の樹立 

 道路・鉄道幹線交通網計画樹立 

 連係交通基盤の中長期交通投資計画樹立 

 韓半島及び東北アジア発展と関連する国際物流交通計画及びグリーン物流政策研究 

 知能型交通政策研究 

 

3. 研究本部 

 国土インフラ研究本部 

2013年事業目標：交通サービスと効率性の向上をリードする統合インフラ構築 
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 国家空間情報インフラ(NSDI)政策及び計画 

 空間意思決定支援体系 

 ユビキタス都市計画及び研究 

 国家の空間情報調査及び分析  

 その他GISと関連した分野 

 

3. 研究本部 

 国土情報研究本部 

2013年事業目標：スマート社会をリードする空間情報融合力量を強化 
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 33年間蓄積した国土開発の知識と経験を土台に、教育、コンサルティング、計画樹立などを通じて開

発途上国を支援 

 世界銀行、アジア開発銀行など、国際機構と緊密に協力しており、これを通じてグローバルネットワー

クを形成  

4. グローバル開発協力センター(GDPC) 

 GDPC (Global Development Partnership Center) 


